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11 月は「しわ寄せ」防止キャンペーン月間です。 

 

 大企業・親事業者による長時間労働の削減等の取組が、下請等中小事業者に対す

る適正なコスト負担を伴わない短納期発注、急な仕様変更などの「しわ寄せ」を生

じさせている場合があります。 

 このため、厚生労働省、中小企業庁及び公正取引委員会は、昨年度から 11 月を

「しわ寄せ」防止キャンペーン月間と位置づけ、「しわ寄せ」防止に向けた集中的

な周知・啓発の取組を行います。 

熊本労働局（局長 木下正人）では、新型コロナウイルス感染症に係る感染防止

対策に留意しながら、以下の取組を実施します。 

 

１ キャンペーン月間 

  令和２年 11 月１日（日）から 11 月 30 日（月） 

 

２ 主な取組事項 

（１）あらゆる機会を通じた周知 

    説明会や集団指導の場等を活用し、長時間労働の削減等の過重労働解消と

併せ、「しわ寄せ」防止の取組に関する周知・啓発を行うとともに、リーフ

レット及びポスターを使用者団体、労働組合、地方公共団体、関係機関等に

配付します。 

 

（２）「しわ寄せ」防止に向けた要請等の実施 

  ア 大企業への訪問要請 

    大企業等を労働局職員が訪問し、「しわ寄せ」防止についての要請を行い

ます。 

  イ 使用者団体等への協力 

    使用者団体及び労働組合に対して、長時間労働の削減等に伴う下請け等中

 ［照会先］ 

熊本労働局   雇用環境・均等室 

室     長       桑原 光照  

 雇用環境改善・均等推進監理官  北口 健一 

  室長補佐        野島 学 

（電話番号） ０９６－３５２－３８６５ 

 

Press Release 
厚生労働省 

熊本労働局 



小事業者への「しわ寄せ」防止の取組等が実施されるように、協力要請を行

います。 

 

（３）大企業の働き方改革に伴う「しわ寄せ」に関する情報の提供 

  ア 「しわ寄せ」相談・情報の提供 

    労働局（雇用環境・均等室、監督課）及び労働基準監督署において、「し

わ寄せ」に関する相談に対応し、「しわ寄せ」に関する情報を把握した場合

は、経済産業局へ情報提供を行います。 

  イ 通報制度の的確な運用 

    労働基準法関係法令違反の背景に、極端な短納期発注等に起因する下請法

等違反が疑われる事案について、厚生労働省から公正取引委員会・中小企業

庁に通報する制度の運用を厳格に行います。 






